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       基づく区域 特定の観光地を保全する意図

④独自のエリア生活環境の悪化の防止が目的
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本研究では，各自治体が定めている民泊条例を整理し，特徴や傾向を明らかにした。さらに，温泉観光地である別府市を対象とし，今後想定される規制のあり方を検討した。
全国で民泊条例を策定している自治体は，60 カ所（55.6％）と全国の届け出窓口設置自治体のほぼ半数となっていた。また，入込客数が多い地域では，民泊条例策定率が全国平均を上回っ
ていることがわかった。民泊条例で定められる「区域制限」は，「②用途地域」又は「⑤学校等施設周辺」に制限をかける自治体が 44 件 (73.3％) と最多であった。また「③個別法に基
づく区域」と「④独自のエリア」に制限を組み合わせることで，観光地と生活環境両方の保全に対策を講じていたことがわかった。
2021 年 11 月現在，全国の民泊条例に明記されている「事業者の責務」では，事業者の行為を取り締まる項目がほとんどで , 住宅民泊の可能性として指摘されていた地域課題の改善に活
用するための責務は確認できなかった。これらのことから，別府市の民泊施設立地規制では，「区域制限」として，住居専用 4地域と湯けむり景観重点地区である鉄輪温泉地区と明礬温
泉地区での制限が想定される。また，「期間制限」としては，住居専用 4地域では平日に，景観形成重点地区では繫盛期に営業の日数制限をかけることが想定される。
最後に「事業者の責務」として，共同温泉の利用促進や運営への協力を加えることで生活環境の健全化に貢献できる可能性を示すことができた。

COVID‐19 による事業廃止など
住宅民泊を取り巻く状況は大きく変化

住宅宿泊事業法 住居専用 4地域でも宿泊事業が可能に
一部自治体では，条例で営業区域・期間を制限

民泊条例は策定されていない

背景
大分県別府市では 全国の民泊条例を整理

各自治体の民泊条例内 , 制限内容の傾向を分析

目的

大分県別府市を対象として，共同温泉等の
地域特性を鑑みた住宅民泊施設の立地規制
のあり方を示すことを目的とする

全国平均 が他地域と比較し多い

住宅民泊が増加する可能性を考慮し，
2018 年に民泊条例を策定した基礎自治体と考えられる。

条例は策定されているものの，地域の実情を考慮した
きめ細やかな備えができていない可能性がある

共同温泉に注目し，その実態を明らか
にすることで，住宅民泊の「地域振興」
への活用可能性検討することは有益

地域の実情に合わせて工夫された
民泊条例が策定されていると考えられる

全国平均を上回る

全国平均を下回る

ヒアリング調査より宿泊施設運営者が清掃に携わっている共同温泉や，
入浴回数券を購入し，宿泊施設で配布している事例も確認できた。

学校等施設は小学校 13 校，中学校 6校，
高校 4校の計 23 校ある。

現在営業していることが確認できた住宅民泊 24 件のうち，
半数以上の 14 件が住居専用 4地域に立地

温泉湯けむり重点景観計画区域
重要文化的景観地区、国民保養温泉地に指定

「⑤学校等施設周辺」
における制限に注目

「鉄輪温泉地区」
「明礬温泉地区」

「②用途地域」に注目

②用途地域
③個別法に
　基づく区域
⑤学校等
　施設周辺

特別法に基づいて定められた区域制限

住居専用 4地域のいずれかには制限

学校等の敷地周辺 100ｍ以内の区域制限

地域課題の改善への責務は確認できない

①自治体の全域
②用途地域
⑤学校等施設周辺

6割以上の自治体で，
❶平日の事業実施が不可

最も厳しいタイプ

生活環境悪化の防止，観光地に規制を設けているタイプ
目的が明確で住宅民泊の立地を制限したい範囲が限定的なタイプ

タイプ BC
タイプ EF


